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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
天板を貫通して上向きに露出するように配設されたコンロバーナと、前記天板の隣接部位
の温度を監視するために前記天板以外の部位に配設された温度監視センサと、この温度監
視センサによる検出温度が判定温度以上になれば、前記コンロバーナの燃焼の強制停止又
は燃焼火力の強制低減を実行する制御手段とを備え、前記コンロバーナ以外の燃焼加熱源
である第２バーナであって前記コンロバーナとは異なる部位に配設された第２バーナが併
設されているコンロであって、
　前記制御手段は、前記コンロバーナのみが燃焼しているときと、前記コンロバーナ及び
前記第２バーナが共に燃焼しているときとで、前記判定温度として互いに異なる温度値に
切換えて適用するように構成されている
ことを特徴とするコンロ。
【請求項２】
請求項１に記載のコンロであって、
　前記第２バーナの燃焼開始からの経過時間を計測する燃焼時間計測手段をさらに備え、
　前記制御手段は、前記コンロバーナに加えて前記第２バーナが燃焼作動されたとき、前
記燃焼時間計測手段により計測された経過時間値に応じて、前記コンロバーナのみが燃焼
しているときに適用されていた判定温度を、前記コンロバーナ及び第２バーナが共に燃焼
しているときに適用される判定温度に切換えて適用するように構成されている、コンロ。
【請求項３】
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天板を貫通して上向きに露出するように配設されたコンロバーナと、前記天板の隣接部位
の温度を監視するために前記天板以外の部位に配設された温度監視センサと、この温度監
視センサによる検出温度が判定温度以上になれば、前記コンロバーナの燃焼の強制停止又
は燃焼火力の強制低減を実行する制御手段とを備え、前記コンロバーナ以外の燃焼加熱源
である第２バーナであって前記コンロバーナとは異なる部位に配設された第２バーナが併
設されているコンロであって、
　前記制御手段は、前記コンロバーナ及び前記第２バーナが共に燃焼しているときには、
前記温度監視センサの検出温度を補正処理し、補正処理後の検出温度を用いて前記判定温
度との比較を実行するように構成されている
ことを特徴とするコンロ。
【請求項４】
請求項３に記載のコンロであって、
　　前記第２バーナの燃焼開始からの経過時間を計測する燃焼時間計測手段をさらに備え
、
　前記制御手段は、前記コンロバーナに加えて前記第２バーナが燃焼作動されたとき、前
記燃焼時間計測手段により計測された経過時間値に応じて、前記温度監視センサの検出温
度の補正処理、及び、補正処理後の検出温度を用いた前記判定温度との比較を実行するよ
うに構成されている、コンロ。
【請求項５】
請求項１～請求項４のいずれかに記載のコンロであって、
　前記制御手段は、前記第２バーナの作動制御を行う第２制御手段と通信接続され、第２
バーナの燃焼作動に係る情報を前記第２制御手段からの通信により取得するように構成さ
れている、コンロ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンロバーナが貫通して露出することになる天板に隣接する部材等が過熱状
態に至ることを適切に回避し得るコンロに関する。
【背景技術】
【０００２】
　システムキッチンにおいては、そのカウンターに対し装着孔を設け、この装着孔に対し
上から内嵌させることで組み付けるようにしたドロップインコンロが知られている。この
ようなドロップインコンロの場合、天板の周囲下側や側方の隣接位置にカウンターの上表
面部分が位置することになるため、このカウンター部分がコンロバーナの燃焼に伴い熱気
に晒されることになる。特にカウンターが木質系素材により形成されていると、過熱状態
に至れば炭化してしまうおそれも考えられる。これに対処するために、特許文献１では、
コンロ本体の温度を検知するための温度検知手段を、コンロ本体の外周壁の外面や内面等
の位置に設置し、検知温度が設定温度以上になれば、コンロバーナの燃焼作動を強制的に
停止させるという安全制御を行うことが提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－３３９４４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、コンロにおいては、コンロバーナの他にオーブンを併設しているものが
あり、コンロバーナに加えオーブンも共に燃焼作動している場合には、オーブンの燃焼作
動に伴う熱気が温度検知手段に及び、このため、温度検知手段の検知温度が急激に上昇し
て早期に設定温度を超えてしまうことが考えられる。検知温度が設定温度を超えてしまう
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と、コンロバーナの燃焼が自動制御により強制的に停止されてしまうことになる。こうな
ると、保護すべきカウンター等の天板の隣接部分は何ら保護を必要としない程度の低温で
あるにも拘らず、誤検知の結果、燃焼が自動停止されてしまい、ユーザにとってはコンロ
バーナの利用の機会を奪われることになるという不都合が生じてしまうことになる。近年
、コンロバーナを複数個設置する場合、その一部に強火型バーナを設置する傾向にあり、
このようなコンロにおいては前述の事情により強火型バーナの利用の機会が奪われてしま
うことは、ユーザにとっては不便なことになる。
【０００５】
　一方、保護対象のカウンターにより近い部位、例えば天板の上表面の温度を直接に検出
すればよいとも考えられる。しかしながら、近年の天板はそのデザイン的効果を優先させ
てガラス製のものが用いられる傾向にあり、天板の上表面に温度センサを設置するとデザ
イン性を損ねることになるため、採用し難い状況にある。
【０００６】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、オ
ーブン等のコンロバーナ以外の他の燃焼加熱部が併設されたコンロであっても、過熱状態
の発生を回避して安全性を担保しつつも、コンロバーナを最大限に有効利用し得るコンロ
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、第１の発明では、天板を貫通して上向きに露出するように
配設されたコンロバーナと、前記天板の隣接部位の温度を監視するために前記天板以外の
部位に配設された温度監視センサと、この温度監視センサによる検出温度が判定温度以上
になれば、前記コンロバーナの燃焼の強制停止又は燃焼火力の強制低減を実行する制御手
段とを備え、前記コンロバーナ以外の燃焼加熱源である第２バーナであって前記コンロバ
ーナとは異なる部位に配設された第２バーナが併設されているコンロを対象にして、次の
特定事項を備えることとした。すなわち、前記制御手段として、前記コンロバーナのみが
燃焼しているときと、前記コンロバーナ及び前記第２バーナが共に燃焼しているときとで
、前記判定温度として互いに異なる温度値に切換えて適用する構成とした（請求項１）。
【０００８】
　本発明の場合、コンロバーナのみが燃焼作動している間は例えば第１判定温度を適用す
る一方、第２バーナも燃焼作動されて同時燃焼状態となれば第１判定温度を例えば第２判
定温度に切換設定することで、燃焼の強制停止又は燃焼火力の強制低減という安全制御が
実行されることになる。これにより、いずれの燃焼状況であっても、それに対応した安全
制御を実行することができ、天板の隣接部位が過熱状態に陥る事態の発生を確実に回避す
ることが可能となる。つまり、コンロバーナのみが燃焼作動しているときと比べ、第２バ
ーナも共に燃焼する同時燃焼時においては温度監視センサの検出温度が第２バーナからの
熱影響を受けて過大に検出されることになる。これを加味して第１判定温度をより高温側
に変更設定した第２判定温度に切換えることで前記の作用を確実に得られることになる。
【０００９】
　この第１の発明において、第２バーナの燃焼開始からの経過時間を計測する燃焼時間計
測手段をさらに備え、制御手段として、コンロバーナに加えて第２バーナが燃焼作動され
たとき、燃焼時間計測手段により計測された経過時間値に応じて、コンロバーナのみが燃
焼しているときに適用されていた判定温度を、コンロバーナ及び第２バーナが共に燃焼し
ているときに適用される判定温度に切換えて適用する構成とすることができる（請求項２
）。このようにすることにより、同時燃焼状態になったとしても、初期段階は第２バーナ
からの熱影響をさほど受けないため、判定温度の切換えを不要にしたりすることで、より
細かな安全制御を実行し得ることになる。
【００１０】
　第２の発明では、天板を貫通して上向きに露出するように配設されたコンロバーナと、
前記天板の隣接部位の温度を監視するために前記天板以外の部位に配設された温度監視セ
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ンサと、この温度監視センサによる検出温度が判定温度以上になれば、前記コンロバーナ
の燃焼の強制停止又は燃焼火力の強制低減を実行する制御手段とを備え、前記コンロバー
ナ以外の燃焼加熱源である第２バーナであって前記コンロバーナとは異なる部位に配設さ
れた第２バーナが併設されているコンロを対象にして、次の特定事項を備えることとした
。すなわち、前記制御手段として、前記コンロバーナ及び前記第２バーナが共に燃焼して
いるときには、前記温度監視センサの検出温度を補正処理し、補正処理後の検出温度を用
いて前記判定温度との比較を実行する構成とした（請求項３）。
【００１１】
　第２の発明の場合、第１の発明と同様の作用が得られることになる。すなわち、コンロ
バーナのみが燃焼作動している間は温度監視センサからの検出温度と判定温度との対比に
基づき燃焼の強制停止又は燃焼火力の強制低減という安全制御が実行されることになる。
一方、コンロバーナに加えて第２バーナも燃焼作動されて同時燃焼状態となれば、温度監
視センサからの検出温度に対し補正処理が加えられ、補正処理後の検出温度と前記判定温
度との対比に基づき前記の安全制御が実行されることになる。これにより、第１の発明と
同様に、いずれの燃焼状況であっても、それに対応した安全制御を実行することができ、
天板の隣接部位が過熱状態に陥る事態の発生を確実に回避することが可能となる。つまり
、コンロバーナのみが燃焼作動しているときと比べ、第２バーナも共に燃焼する同時燃焼
時においては温度監視センサの検出温度が第２バーナからの熱影響を受けて過大に検出さ
れることになる。これを加味して温度監視センサの検出温度をより低温側に補正処理する
ことで、前記の作用を確実に得られることになる。
【００１２】
　　第２の発明において、第２バーナの燃焼開始からの経過時間を計測する燃焼時間計測
手段をさらに備え、記制御手段として、コンロバーナに加えて第２バーナが燃焼作動され
たとき、燃焼時間計測手段により計測された経過時間値に応じて、温度監視センサの検出
温度の補正処理、及び、補正処理後の検出温度を用いた前記判定温度との比較を実行する
構成とすることができる（請求項４）。このようにすることにより、同時燃焼状態になっ
たとしても、初期段階は第２バーナからの熱影響をさほど受けないため、検出温度の補正
処理を不要にしたりすることで、より細かな安全制御を実行し得ることになる。
【００１３】
　以上の第１又は第２の発明において、制御手段を、第２バーナの作動制御を行う第２制
御手段と通信接続し、第２バーナの燃焼作動に係る情報を第２制御手段からの通信により
取得する構成とすることができる（請求項５）。このようにすることにより、第２バーナ
の燃焼作動の開始や停止という情報がコンロバーナの作動制御を実行する制御手段の側で
的確に認識し得ることになり、第１又は第２の発明の作用を具体的かつ確実に実現させ得
ることになる。
【発明の効果】
【００１４】
　以上、説明したように、第１の発明のコンロによれば、コンロバーナのみが燃焼作動し
ている間は例えば第１判定温度を適用する一方、第２バーナも燃焼作動されて同時燃焼状
態となれば第１判定温度を例えば第２判定温度に切換設定することで、燃焼の強制停止又
は燃焼火力の強制低減という安全制御を実行することができる。これにより、いずれの燃
焼状況であっても、それに対応した安全制御を実行することができ、天板の隣接部位が過
熱状態に陥る事態の発生を確実に回避することができる。つまり、コンロバーナのみが燃
焼作動しているときと比べ、第２バーナも共に燃焼する同時燃焼時においては温度監視セ
ンサの検出温度が第２バーナからの熱影響を受けて過大に検出されることになるため、こ
れを加味して第１判定温度をより高温側に変更設定した第２判定温度に切換えることで、
本発明の作用効果を確実に得ることができるようになるのである。
【００１５】
　請求項２のコンロによれば、コンロバーナに加えて第２バーナが燃焼作動されたとき、
燃焼時間計測手段により計測された経過時間値に応じて、コンロバーナのみが燃焼してい
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るときに適用されていた判定温度を、コンロバーナ及び第２バーナが共に燃焼していると
きに適用される判定温度に切換えて適用することで、同時燃焼状態になったとしても、初
期段階は第２バーナからの熱影響をさほど受けないため、判定温度の切換えを不要にした
りすることで、より細かな安全制御を実行することができるようになる。
【００１６】
　第２の発明のコンロによれば、第１の発明と同様の作用効果を得ることができる。すな
わち、コンロバーナのみが燃焼作動している間は温度監視センサからの検出温度と判定温
度との対比に基づき、燃焼の強制停止又は燃焼火力の強制低減という安全制御を実行する
一方、コンロバーナに加えて第２バーナも燃焼作動されて同時燃焼状態となれば、温度監
視センサからの検出温度に対し補正処理を加え、補正処理後の検出温度と判定温度との対
比に基づき安全制御を実行することができる。これにより、いずれの燃焼状況であっても
、それに対応した安全制御を実行することができ、天板の隣接部位が過熱状態に陥る事態
の発生を確実に回避することができる。つまり、コンロバーナのみが燃焼作動していると
きと比べ、第２バーナも共に燃焼する同時燃焼時においては温度監視センサの検出温度が
第２バーナからの熱影響を受けて過大に検出されることになるため、これを加味して温度
監視センサの検出温度をより低温側に補正処理することで、本発明の作用効果を確実に得
ることができるようになるのである。
【００１７】
　　請求項４のコンロによれば、コンロバーナに加えて第２バーナが燃焼作動されたとき
、燃焼時間計測手段により計測された経過時間値に応じて、温度監視センサの検出温度の
補正処理、及び、補正処理後の検出温度を用いた前記判定温度との比較を実行することで
、同時燃焼状態になったとしても、初期段階は第２バーナからの熱影響をさほど受けない
ため、検出温度の補正処理を不要にしたりすることで、より細かな安全制御を実行するこ
とができるようになる。
【００１８】
　請求項５のコンロによれば、制御手段を、第２バーナの作動制御を行う第２制御手段と
通信接続し、第２バーナの燃焼作動に係る情報を第２制御手段からの通信により取得する
ようにすることで、第２バーナの燃焼作動の開始や停止という情報を、コンロバーナの作
動制御を実行する制御手段の側で的確に認識することができることになり、第１又は第２
の発明の作用効果を具体的かつ確実に実現させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第１又は第２実施形態に係るコンロの一部断面説明図である。
【図２】第１実施形態に係るコンロの制御ブロック図である。
【図３】コンロバーナの燃焼作動のＯＮ・ＯＦＦ、オーブンバーナの燃焼作動のＯＮ・Ｏ
ＦＦ、及び、適用される判定温度の切換設定について示すタイムチャートである。
【図４】コンロバーナのみ燃焼作動させた場合における、温度監視センサによる検出温度
と、カウンターの温度との関係について試験例の結果を示す関係図である。
【図５】コンロバーナとオーブンバーナとを同時に燃焼作動させた場合における、温度監
視センサによる検出温度の温度上昇と、カウンターの温度上昇との関係について試験例の
結果を示す関係図である。
【図６】第２実施形態に係るコンロの制御ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
【００２１】
＜第１実施形態＞
　図１は、本発明の第１実施形態に係るコンロ２を一部断面状態にして示す説明図である
。このコンロ２は、いわゆるドロップインコンロ形式のガスコンロであり、カウンター３
に予め形成された装着孔３１に対し上から嵌め込んで組み付けられたものである。そして
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、そのコンロ２の下側に、コンロ２以外の燃焼加熱源を含むオーブン４が組み付けられて
設置されている。
【００２２】
　コンロ２は、複数個のガスバーナ（コンロバーナ）２１，２１を内蔵したコンロ本体２
２と、コンロ本体２２の上に載置された状態で取り付けられた天板２３と、装着孔３１近
傍のカウンター３の温度を検出・監視するための温度監視センサ２４と、コンロ２の作動
制御を行うための制御手段としてのコンロコントローラ２５とを備えたものである。各コ
ンロバーナ２１は、天板３を下から上に貫通し、コンロ２の上面において上向きに露出し
た状態で配設されている。又、コンロ本体２２は図示省略の底板及び側壁２２１からなる
筐体を備え、側壁２２１の上端位置から外周側にフランジ部２２２が突出して設けられて
いる。そして、カウンター３の装着孔３１に対するコンロ２の嵌め込みに際しては、前記
フランジ部２２２が装着孔３１の孔縁に当接することでコンロ２が保持されるようになっ
ている。
【００２３】
　天板２３は例えばガラス製の板材により構成されており、温度監視センサ２４は次の理
由により天板２３に対し直接に設置するのではなくて、前記の如くコンロ本体２２の周壁
２２１に設置されている。すなわち、温度監視センサ２４を天板２３の外表面に設置する
ようにすると、そのセンサが外観に表れてしまい、デザイン上の美観を損なうと考えられ
るなどの理由により、天板２３以外の部位に温度監視センサ２４を設置するようにしてい
るのである。このため、温度監視センサ２４は、なるべくコンロバーナ２１が隣接するカ
ウンター部分と関連する位置に設置するのが望ましく、本実施形態ではコンロ本体２２の
側壁２２１のなるべく上側位置に設置している。
【００２４】
　オーブン４は、燃焼加熱源としてガスバーナ（オーブンバーナ）４１（図２参照）を内
蔵したガスオーブンである。そして、オーブン４は、オーブンバーナ４１の作動制御等を
行うための制御手段としてのオーブンコントローラ４２を備えている。前記のオーブンバ
ーナ４１が第２バーナを構成する。
【００２５】
　コンロコントローラ２５は、図２に示すように、コンロバーナ２１，２１（以下、いず
れか一方又は双方を指す場合であっても、総称して「コンロバーナ２１」と表示する）の
作動制御を行うためのコンロ制御部２５１と、オーブンコントローラ４２と通信するため
の通信処理部２５２とを備えている。一方、オーブンコントローラ４２は、オーブンバー
ナ４１の作動制御を行うためのオーブン制御部４２１と、前記コンロコントローラ２５の
通信処理部２５２と通信するための通信処理部４２２を備えている。コンロコントローラ
２５とオーブンコントローラ４２との間の通信は、オーブンバーナ４１の燃焼作動が開始
されたときに燃焼開始された旨の情報、及び、燃焼作動が停止されたときに燃焼停止され
た旨の情報を、オーブンコントローラ４２からコンロコントローラ２５に対し出力するよ
うになっている。
【００２６】
　コンロ制御部２５１は、温度監視センサ２４により検出された検出温度が予め設定され
た判定温度を超えれば、燃焼状態にあるコンロバーナ２１の燃焼作動を強制的に停止させ
るという安全制御を行うようになっている。その際、コンロ制御部２５１には第１及び第
２の２種類の判定温度が設定されており、コンロバーナ２１のみが燃焼作動しているとき
には第１判定温度を適用する一方、コンロバーナ２１に加えてオーブンバーナ４１も共に
燃焼作動しているときには第２判定温度を適用するように、前記の通信に基づき把握され
る燃焼状況に応じて第１判定温度と第２判定温度とを互いに変更設定するようになってい
る。すなわち、図３に示すようにコンロバーナ２１のみが燃焼作動（ＯＮ）している間は
第１判定温度を適用する一方、オーブンバーナ４１も燃焼作動（ＯＮ）されて同時燃焼状
態となれば第１判定温度を第２判定温度に切換設定して、前記の安全制御を実行する。こ
れにより、いずれの燃焼状況であっても、それに対応した安全制御を実行することができ
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、カウンター３が過熱状態に陥る事態の発生を確実に回避することができる。
【００２７】
　ここで、温度監視センサ２４の検出温度によりカウンター３の該当箇所（コンロバーナ
２１の隣接箇所）の温度監視を行える理屈や、前記の２種類の判定温度によって、そのカ
ウンター３の該当箇所の過熱状態に陥る事態を回避し得る理屈等について、図４及び図５
を参照しつつ説明する。すなわち、温度監視センサ２４により検出される検出温度Ｄ（図
４参照）は温度監視センサ２４の設置位置近傍の雰囲気温度の検出値であり、コンロバー
ナ２１の火炎からの輻射熱を受けるカウンター３の実際温度Ｃよりも低い温度となる。そ
こで、実際のコンロ２を用いてコンロバーナ２１を燃焼作動させたときの温度監視センサ
２４の検出温度と、カウンター３の該当箇所の実際温度とを試験により取得し、その関係
を予め把握しておく。図４の試験例では、カウンター３の実際温度がＴｃになれば安全制
御を開始するためには、検出温度がＴｄになったことをもって安全制御を開始すればよい
ことが分かる。つまり、判定温度としてＴｄを設定し、検出温度がこの判定温度以上にな
れば安全制御を開始するようにすればよいのである。
【００２８】
　一方、図５には、コンロバーナ２１に加えてオーブンバーナ４１をも共に燃焼作動させ
たときの監視温度センサ２４の検出温度Ｄｕの上昇状況と、カウンター３の前記の実際温
度Ｃｕの上昇状況とについて試験により取得した例を示している。これを見ると、コンロ
バーナ２１とオーブンバーナ４１とが同時燃焼したときには、オーブンバーナ４１の燃焼
作動に伴う熱影響を受けた検出温度Ｄｕの方が、その熱影響をあまり受けないカウンター
３の実際温度Ｃｕよりも急激に温度上昇することになる。つまり、コンロバーナ２１のみ
が燃焼作動しているときと比べ、同時燃焼時の検出温度Ｄｕが過大に検出されることにな
る。この温度上昇の違いを図４のＴｃ及びＴｄに加味することで、コンロバーナ２１とオ
ーブンバーナ４１とが同時燃焼したときに適用する第２判定温度が割り出されることにな
る。つまり、第１判定温度よりも高い温度値として第２判定温度が割り出される。
【００２９】
　以上の第１実施形態においては、コンロバーナ２１に加えてオーブンバーナ４１の燃焼
作動が開始されたときに、判定温度設定処理部２５３により判定温度を第１判定温度から
第２判定温度に切換えて変更設定するようにしているが、これに限らず、オーブンバーナ
４１の燃焼作動の開始から所定の設定ディレー時間ｔｄだけ経過するのを待った上で、第
１判定温度から第２判定温度に変更設定するようにしてもよい。すなわち、コンロ制御部
２５１に、オーブンバーナ４１の燃焼作動の開始により計時が開始されてそのオーブンバ
ーナ４１の燃焼時間を計測するための燃焼時間計測手段としてのタイマ２５４を備え、こ
のタイマ２５４の計時により設定ディレー時間ｔｄが経過した時点で、第１判定温度から
第２判定温度に変更設定すればよい。この場合には、オーブンバーナ４１の燃焼作動が開
始された初期段階では検出温度Ｄｕ（図５参照）とカウンター温度Ｃｕとの間の温度上昇
変化は比較的小さいため、この温度上昇変化の小さい期間は判定温度の変更を行わないよ
うにしたものである。
【００３０】
＜第２実施形態＞
　図６は、本発明の第２実施形態に係るコンロ２のコンロコントローラ２５ａ及びオーブ
ンコントローラ４２を示すものである。この第２実施形態のコンロは、コンロコントロー
ラ２５ａのコンロ制御部２５１ａが、第１実施形態の場合の判定温度設定処理部２５３（
図２参照）の代わりに、検出温度補正処理部２５５を備えて構成され、判定温度としては
第１実施形態における第１判定温度の１種類のみが適用される点で第１実施形態と異なる
ものであり、その他の構成は第１実施形態と同様に構成されている。
【００３１】
　検出温度補正処理部２５５では、コンロバーナ２１に加えてオーブンバーナ４１の燃焼
作動が開始されたときには、温度監視センサ２４による検出温度を所定の低減率により低
減補正するようになっている。すなわち、コンロバーナ２１とオーブンバーナ４１との同
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時燃焼状態における前述の検出温度Ｄｕ（図５参照）とカウンター温度Ｃｕとの温度上昇
変化の違いや、両者の温度上昇率の差を考慮して、過大傾向となる温度監視センサ２４の
検出温度に所定の低減率を乗じて、より低温側に補正処理するのである。なお、低減率を
乗じる代わりに、低温側への温度補正に係るテーブルを検出温度補正処理部２５５に予め
記憶させておき、実際の検出温度に基づいて補正後の検出温度を割り出すようにしてもよ
い。
【００３２】
　そして、コンロ制御部２５１ａでは、コンロバーナ２１のみが燃焼作動しているときに
は、温度監視センサ２４により検出された検出温度が第１判定温度を超えれば、燃焼状態
にあるコンロバーナ２１の燃焼作動を強制的に停止させるという安全制御を行う一方、コ
ンロバーナ２１に加えてオーブンバーナ４１も共に燃焼作動すれば、温度監視センサ２４
により検出された検出温度を検出温度補正処理部２５５により補正した上で、その補正後
の検出温度が第１判定温度を超えれば、燃焼状態にあるコンロバーナ２１の燃焼作動を強
制的に停止させるという安全制御を行うようになっている。つまり、いずれの場合も、判
定温度としてはコンロバーナ２１のみが燃焼作動しているときに適用する第１判定温度の
１種類のみを用いるのである。
【００３３】
　以上のような第２実施形態の場合であっても、第１実施形態と同様な作用効果が得られ
ることになる。
【００３４】
＜他の実施形態＞
　なお、本発明は上記第１及び第２実施形態に限定されるものではなく、その他種々の実
施形態を包含するものである。すなわち、コンロ２がグリル５（図１参照）を内蔵してい
るもので構成されていてもよく、この場合は、コンロコントローラ２５，２５ａにおいて
グリル５のガスバーナの作動制御をするためのグリル制御部２５６（図２，図６参照）か
ら、グリル５のガスバーナの燃焼作動の開始及び停止についての情報をコンロ制御部２５
１，２５１ａに出力し得るように通信接続させるようにすればよい。そして、オーブン４
の場合と同様に、グリル５が作動されれば、その熱気の影響が温度監視センサ２４に及ぶ
ため、そのグリル５の燃焼作動に起因する検出温度の温度上昇分を考慮して、判定温度を
高温側に変更する、あるいは、検出温度を低温側に補正する等の処理を行うようにすれば
よい。
【００３５】
　タイマ２５４（図２参照）によるオーブンバーナ４１の燃焼開始からの燃焼時間が設定
ディレー時間ｔｄだけ経過するのを待って、第１判定温度から第２判定温度に変更設定す
る第１実施形態における手法を、第２実施形態に適用するようにしてもよい（図６参照）
。つまり、オーブンバーナ４１の燃焼開始からの燃焼時間が設定ディレー時間ｔｄだけ経
過するのを待って、検出温度補正処理部２５５により検出温度の低温側への補正処理を開
始させるようにする。
【００３６】
　以上の実施形態では、検出温度が判定温度を超えれば、燃焼作動を強制的に停止させる
という安全制御を行うようにしているが、強制停止の代わりに、強制的に火力を所定量低
減させるという安全制御を行うようにしてもよい。
【符号の説明】
【００３７】
２　　　　コンロ
３　　　　カウンター
４　　　　オーブン
２１　　　コンロバーナ
２３　　　天板
２４　　　温度監視センサ
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２５，２５a　　　コンロコントローラ（制御手段）
４１　　　オーブンバーナ（第２バーナ）
４２　　　オーブンコントローラ（第２制御手段）
２２１　　側壁（天板以外の部位）
２５２，４２２　　通信処理部
２５３　　判定温度設定処理部
２５４　　タイマ（燃焼時間計測手段）
２５５　　検出温度補正処理部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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